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１，電柱





31-2．損壊した1996本の電柱に関する検証結果
（第2回WGでご報告）
 損壊原因は､停電復旧や巡視などを実施した現地出向者が､現場状況より倒木・建物の損壊や飛来物

等による二次被害であることを確認した（記録が残されていない電柱は、後日の現場調査により推定）。
 設備形成は、電気設備の技術基準を反映した社内規程により実施している。
 電柱の巡視・点検は、保安規程に基づいて適切に実施している。
 損壊した電柱に特定の年代に集中するような特異性はなかった。
 損壊した電柱の調査において、鉄筋の錆により強度が低下していた電柱はなかった。

以上より、1996本の電柱は、倒木・建物の損壊や飛来物、地盤の影響による二次被害であると判断する。

（第3回WGでご報告）
 沿岸部で損壊した電柱の周囲環境を調査した結果、近隣の同じ環境に施設された電柱には被害が見ら

れなかった。
（本日ご報告）
 風の影響を直接的に受けやすい沿岸部と他のエリアの折損率を比較した結果､双方ともに値は著しく低く､

また、有意な差は無かった。

エリア 栃木 群馬 茨城 埼玉 千葉 東京
(23区) 多摩 神奈川 山梨 静岡 合計

損壊数 9 0 94 9 1,750 15 3 59 2 55 1,996

電
柱
損
壊
の
原
因(

再
掲)

倒木・建物の
倒壊 9 0 57 8 1,311 6 3 37 2 44 1,477

飛来物 0 0 9 0 263 3 0 6 0 0 281

地盤の影響 0 0 28 1 176 6 0 16 0 11 238



41-3．再発防止策（電柱）
◆事前対策

１．自治体との計画伐採に向けた協議
・自治体主体での倒木未然防止のための計画伐採の取り組みについて協議。

２．飛来物飛散防止のＰＲ
・台風襲来シーズン前にTVやラジオなどのメディアによる注意喚起の実施について協力を依頼。
・台風襲来が予測されるときは、都度、SNSやHPを活用し注意喚起を実施。
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102-4．原因調査まとめ

 気圧傾度の大きい台風が東京湾を通過し、千葉県において著しい強風が発生。
 気象・気流シミュレーションを行い現地風速を推定した結果、東西ルートとなる木内線№77

～№78において、南南東の風上地形の影響で風の著しい増速を確認。
 推定風速を用いて等価静的手法で算出した結果、№78鉄塔において降伏点を上回る部

材応力が発生した。一方、№79鉄塔は耐力的に余力を有する結果であった。
 以上の結果と設計・建設・保守面からの調査結果(下記）より、今回の倒壊は№77～

№78において著しく強い風が作用したことにより、№78鉄塔の応力が降伏点を上回り部材
が座屈し、その後No.79鉄塔を引き倒しながら倒壊したものと結論付けられる。

【設計・建設・保守面からの調査結果】
以下のとおり，設計・建設・保守面に瑕疵・不具合はなかったことを確認
 倒壊鉄塔2基は、電気事業法に基づき1971年10月に工事計画届出、1972年7月に使用前検査合格。
 鉄塔および基礎ともに「電技」に基づく強度を満足している設計であり、また巡視・点検は保安規程で定めた

頻度、方法で実施され、過去５年の記録で「電技」に抵触する恐れのある異常は無かった。
 損壊した鉄塔の材料調査により使用材料は規格強度を満足する結果であった。また、基礎の試掘調査により

鉄塔倒壊の起因となるような基礎体の損傷は無かった。



112-5．再発防止策（鉄塔）（案）

 今回の事例は、勢力を維持したまま台風が海上を通過した際に、右側危険半円の最
大旋衡風速半径（25km程度）に入り、台風の強い風を受けやすい東西ルートの送
電線であった。

 上記の送電線において、同種再発防止を実施する特殊箇所を下記のとおりとする。

 台風の主風向となる風上側8km以内に傾斜度0.2程度以上かつ標高差200m
以上の山等があって、かつ直近に傾斜度0.2程度以上かつ標高差50m以上の急
斜面の頂部付近である箇所














